第2回中央執行委員会11月 6日
2015春季生活闘争基本構想
はじめに

①　わが国の社会・経済は1990年代から2000年代へ続いた「低成長」や「デフレ経済」を完全に脱却したとは言い難く、もはや四半世紀に及ぶ「失われた25年」といっても過言ではない状況が続いている。そしてこの長きに亘る期間は、企業の短期的な成果追求主義や株主重視の姿勢による賃金の低下、さらには非正規労働者の増加、所得などの格差の拡大など社会の安定成長の基盤を損なう事態を招き、いわゆる「ブラック企業」や「ワーキング・プア」など「労働の尊厳」が損なわれる社会問題を発生させるに至った。現在政府では「成長戦略」の名の下で労働者保護ルールの改悪が検討されているが、改めて社会・経済の活力の源泉である「働くこと」の価値を削ぐ政策や動きに対し対峙していく必要がある。

②　2014春季生活闘争では、「デフレからの脱却」と「経済の好循環実現」、そして「食品関連産業で働く労働者の相対的地位向上」を目指し、すべての組合が月例賃金の引き上げにこだわり闘った結果、2001年以来、13年ぶりとなる平均2％（定昇相当分込み）を超える賃上げ回答を引き出すことが出来た。一方、大手と中小という企業規模間、また正規と非正規といった雇用形態間等の格差是正の課題や、長く続いた「負の期間」によって固定化された意識や価値観、労使慣行などから転換出来ていないという組織課題も浮き彫りとなった。
③　2015春季生活闘争では、誰もが実感出来る「真の実体経済」の成長を促し「経済の好循環」を実現するために、そして「賃金ビジョン」の実現によって命を育む「食品」に携わるなかまが誇りを持って働くことが出来る産業をめざして、2014春闘に引き続き「月例賃金の引き上げ」に重点を置いた取り組みを展開する。
④　「賃金ビジョンの実現」に向けては、単年度の取り組みだけではなく、中長期を見据えた継続的な取り組みが不可欠である。そういう観点では、2014春闘の取り組みをしっかりと総括した上で、様々な事情により十分に改善したとはいえない単組も含めて、更なるステップアップをはかるべく、2015春季生活闘争に対し、すべての組合が全力を尽くす。
⑤　フード連合において、大手と中小の格差是正、正規と非正規の格差是正は喫緊の課題であり、これらの取り組み無くして食品関連産業の健全な発展は成し得ない。
⑥　2015春季生活闘争は、すべての組合が中長期視点に立った「危機感」持つとともに「底上げ」、「格差是正」に対し“こころ”を合わせ、そして共闘にて“力”を合わせ、総力をあげて取り組む。
Ⅰ．取り巻く情勢　　　　　
１．経済・雇用・生活
（1）日本の景気は、個人消費が持ち直しの動きにあるものの、このところ足踏みがみられることや、企業収益も改善に足踏みがみられるなど消費税増税に伴う消費の反動減からの回復は緩慢な状況である。設備投資についても増加傾向にあるものの、このところ弱い動きもみられる。一方、雇用情勢は着実に改善しており、また消費者物価も緩やかに上昇している状況である。
（2）完全失業率は8月3.5%（7月3.8%、前年同月4.1%）と昨年より改善しており、完全失業者数は231万人と、前年同月に比べ40万人減少し、51ヶ月連続の減少となっている。8月の有効求人倍率は1.10倍（前年同月0.95倍）、正社員の有効求人倍率は0.68倍（前年同月0.56倍）となっている。
（3）2013年4～6月の実質GDP成長率（9月8日内閣府）は▲1.8%（年率換算▲7.1%）であり、2014年度見通し（日本経済研究センター:9月5日民間42機関平均）は実質で0.4%程度、名目で2.2%程度と見込まれている。内閣府9月度月例経済報告において、先行きとしては、当面、一部に弱さが残るものの、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって緩やかに回復していくことが期待されている。ただし、駆け込み需要の反動の長期化や海外景気の下振れなど、我が国の景気を下押しするリスクに留意する必要があるとしている。とりわけ2015年10月の消費税増税の判断が本年下期に行われることから、これらを十分に注視していく必要がある。
（4）8月全国消費者物価指数（生鮮食品除く）は3.1%上昇している。2014年度は、日本銀行の金融緩和の効果や景気回復の進展等により、消費者物価指数（生鮮食品除く中央値）で3.3%程度（消費税引き上げ効果除くと1.3%程度）の上昇になる見通しである（7月15日日本銀行）。

（5）2012年の世帯所得は平均約537万円（7月15日厚生労働省）と平成以降最低であり、過去最高を記録した1994年と比べて依然として約120万円以上、下回っている。2013年の国税庁調査では、年収200万円未満のワーキング・プアと呼ばれる層は1,120万人近くとなり、全給与所得者に占める割合は24.1%と４分の１に迫っているなど、家計は依然として厳しい状況にある。

（6）世界経済は、先進国を中心に穏やかな回復基調傾向にあるものの、9月22日に閉幕したG20財務相・中央銀行総裁会議では「慢性的な需要の弱さに直面」しているとの共同声明を採択するなど、景気回復の力強さを欠いているとの認識を示した。また、ウクライナ・中東等の地政学的なリスクや中国経済の減速、原油価格の急騰など、下方修正リスクが残っている。
２. 企業の状況

（1）「全産業・製造業・食料品製造業・卸売業」において、売上高は増加の見込みであるものの、概ね昨年度と比べ成長は鈍化している。一方、「食料品製造業（大企業・中堅企業）」は、増加の予想となっている。経常利益においては、「全産業・製造業・卸売業（全規模合計）・食料品製造業（中堅企業）」で昨年に比べ減少傾向が予測されるが、「食料品（大企業・中小企業）」では微増傾向にある。純利益については、全体的に鈍化傾向であるものの、食料品製造業においては、昨年度が大幅な減少傾向であった「中堅企業」に持ち直しがみられる他、「中小企業」においても増加傾向が続くとみられる。
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   売上高  経常利益  純利益  

201 4 年度   計画  201 3 年度   実績  2014 年度   計画  2013 年度   実績  2014 年度   計画  2013 年度   実績  

全産業   ( 全規模合計 )  1 .0 ％  5 .5 ％  ▲ 4 .0 ％  28 .4 ％  1 .6 ％  64 .9 ％  

製造業 （全規模合計）  1 .3 ％  6 .2 ％  ▲ 2 .6 ％  40 .9 ％  4 .5 ％  114 .0 ％  

食料品製造業   ( 全規模合計 )  2 .3 ％  3 .2 ％  1 .7 ％  4 .1 ％  1 .9 ％  18 .8 ％  

食料品製造 業   ( 大企業 )  3 .2 ％  2 .9 ％  1 .2 ％  4 .3 ％  ▲ 5.5 ％  21 .7 ％  

食料品製造業   ( 中堅企業 )  2.1 ％  ▲ 2 .1 ％  ▲ 0 .1 ％  ▲ 18 .4 ％  27 .5 ％  ▲ 37.4 ％  

食料品製造業   ( 中小企業 )  0 .7 ％  7 .2 ％  4 .0 ％  22 .7 ％  13 .6 ％  95 .0 ％  

卸売業   ( 全規模合計 )  1 .4 ％  5 .3 ％  ▲ 8 .6 ％  19 .1 ％  2.5 ％  1 9.4 ％  


（2）食品関連産業の状況は、中期にみれば東日本大震災後の復興需要や景況感の好転に伴う消費拡大により回復傾向にあるものの、直近においては今年夏から秋にかけた豪雨災害の影響による外食産業を中心とした消費の落ち込みなども発生しており、先行きは不透明である。また、少子高齢化による国内市場規模の縮小、企業の合併・再編の動きの加速化に加えて、急激な円安による輸入原材料と資材等の高騰によって販売価格の実質値上げを余儀なくされる企業も多く、これらが消費の低迷を招くことでこの先の業績圧迫も懸念されている。
一方、消費者における安全・安心な食品供給のニーズは年々高まっており、そのコストやリスクも大きくなっている。今後も国民の健康と生活の源泉を担う基幹産業として責任・役割を果たすことが求められているといえる。
３.　食品労働者の賃金水準　

(1)フード連合の2014春闘後の算定基礎額(平均ベース)は、全体295,974円（13春闘後293,815円）、300人以上305,066円（同303,043円）、300人未満247,013円（同245,442円）と規模間で格差がみられるものの、2014春闘の取り組みによって、2012および2013春闘に続き、さらに引き上げることができた。一方、賃金実態調査を開始した2002春闘、および総合労働条件調査を開始した2004春闘からの平均賃金や個別賃金水準と総合的に比較すると、賃金下落に一定歯止めはかかっているものの、依然として約10,000円低下した状況に変わりはない。
(2)賃金構造基本統計調査(厚生労働省)による13年産業別の所定内賃金比較では、食料品製造業(飲料たばこ飼料を除く)は23業種中20番目　(12年23番目）とこれまでの取り組みも反映した結果、最下位を脱することができたものの、産業計を100としたパーシェ指数(性、学歴、年齢、勤続構成同一条件)は86.1と低水準の状況である。また、飲料たばこ飼料製造業については、2012年の23業種中11番目（同指数94.9）から2013年は12番目（同指数95.2）と指数は上昇しているものの、順位が低下している状況であり、食品関連産業の相対的地位は依然として低位にあるといえる。
４.　食品労働者の労働時間

 (1)年間所定労働時間は、フード連合2013年労働時間調査分析では、2012年年間所定労働時間は単純平均1960.82時間（12年同1961.31時間）と微減傾向にある。前年同組合による増減をみると、前年より年間所定労働時間が減少した組合は29組合、増加した組合は4組合と減少した組合が多く、「時短2000ゼロ」の取り組みの成果が表れてきているものの、中長期でみれば鈍化傾向にある。
年間総実労働時間は、2012年単純平均2105.79時間（11年同2097.93時間）で前年比で7.86時間増加している。前年同一組合による増減をみても、前年より減少した組合は33組合に対し、増加した組合は40組合と増加傾向にある。2000時間以上の組合は168組合で全体の67.5％にものぼっており、大半の組合において長時間労働が恒常的に見られる状況といえる。
(2)連合労働条件調査によれば、所定労働時間1913.8時間（13年登録組合単純平均）、総実労働時間2046.7時間（12年同）となっており、フード連合は所定労働時間で約47時間、総実労働時間で約60時間長い状況である。
Ⅱ．2015春季生活闘争の基本的な考え方と取り組み

１．フード連合の基本的考え方と取り組み　
①2015春季生活闘争では、本格化した物価上昇局面において、実体ある経済の成長を促し、それらと整合した賃金引き上げを継続的に行っていくことが求められている。そのことが「デフレ脱却」と「経済の好循環」、ひいては「持続可能な社会」の形成に結びつくというマクロ視点を再度理解する必要がある。
②また、食品産業およびその関連産業の労働組合で構成されるわが国最大の単一食品産業別組織であるフード連合として、命を育む「食品」に携わる労働者の地位向上と食品産業の健全な発展に対し、すべての組合が「自覚」と「責任」、そして「危機感」を持って、すべての組合が今次春闘に取り組む必要がある。
③食品関連産業の相対的な地位向上のためには、未組織労働者も含め広く全体の底上げを図る必要があり、そのためには「中小および非正規」の格差是正に対し、さらなる取り組み強化をはからなければならない。
④そして、2014春季生活闘争に引き続き月例賃金の引き上げに重点を置くことはもちろん、最重点項目である「統一闘争要求項目」と「共通要求課題」の項目見直しや、中長期のあるべき姿である「賃金ビジョン」をベースとした個別賃金水準の絶対値にこだわる取り組みも強化していく。
⑤加えて、連合が掲げる「働くことを軸とする安心社会」の実現に向けては、社会問題化している長時間労働・過重労働対策をはじめとした総実労働時間の短縮による「ワーク･ライフ･バランスの実現」をはかっていくことが喫緊の重要な課題である。
⑥さらには、働く者が活き活きと安心して働ける基盤である「ワークルールの取り組み」や「労働安全衛生の取り組み」、「男女平等の取り組み」についても継続的に取り組みを推進していく。
⑦また、未組織労働者の処遇改善につながる運動を展開し、労働運動の社会化を推進することも広義的な春闘の責務である。そういう観点から、2015春季生活闘争を通じ、とりわけ同じ職場で働くなかまである「非正規労働者」の組織化へつなげていく取り組みを展開する。
⑧2014春季生活闘争は、2015春闘や2016春闘を見据えたステップとして、「パラダイム・チェンジ（価値観の転換）」をテーマに運動を展開した。
　結果として多くの組合が近年に例をみない粘り強い交渉により一定の成果を獲得したものの、様々な事情から十分とはいえない取り組みも見受けられたことは事実である。

⑨2015春季生活闘争では改めて、すべての組合がステップアップをはかるべく、「月例賃金引き上げ」にこだわる取り組みを展開する。
⑩そのためには2014春季生活闘争にて構築した様々な共闘戦略や戦術のブラッシュアップをはかり、闘争体制の確立と強化を実行していく。
２．フード連合「統一闘争要求項目」の取り組み
　　すべての組合が、今次春闘の取り巻く環境や社会的意義を理解した上で、連合の考え方に基づき、一体となって下記の統一闘争要求を掲げて取り組みを展開する。


【統一闘争要求項目】
○賃金の引き上げ
①すべての組合は、底上げや格差是正を図るために、定期昇給・賃金カーブ維持相当分を確保した上で、ベースアップ分として「○％（○○○○円）以上」引き上げる要求を基本とする。
②賃金ビジョンにおける「年齢別ミニマム基準」を確保するとともに、「到達水準」に満たない組合は、計画的かつ出来る限り早期に達成を目指すべく、更なる月例賃金引き上げに取り組むこととする。
③昇給ルールが確立されていない非正規労働者については、「底上げ、底支え」、「格差是正」の観点から、○○円を目安に時給の引き上げを求めるものとする。
３．フード連合「共通要求課題」の取り組み
　　すべての組合は、下記４つの「共通要求課題」へ取り組む。
	【共通要求課題】
1 一時金の取り組み

2 企業内最低賃金の協定化と水準の引き上げ

3 総実労働時間の短縮
4 非正規労働者の総合労働条件改善


①一時金の取り組み
賃金ビジョンにおける「一時金の考え方」を基本に、「一時金の目標基準」達成へ向けて取り組む。
また、生活の安定をはかるために、額ベースでみた年収の水準や配分も視野に入れながら、一定水準以上の一時金を確保する。
②企業内最低賃金の協定化と水準の引き上げ

食品関連産業で働くすべての労働者が誇りを持って働くことができる賃金水準をめざすために、企業内最低賃金の協定化や水準の引き上げ、適用労働者の拡大をはかる。
とりわけ地域別最低賃金の大幅引き上げによって、一時的も含めた逆転現象が発生していないかどうかのチェックはもとより、特定の産業を当然限定している企業内最低賃金協定において、地域別最低賃金との優位性を保つことができる水準を確保すべく取り組みを強化する。
③総実労働時間の短縮
　　社会問題化している長時間労働や過重労働は、安心して働く事ができるという極めて基本的な権利を根こそぎ奪いかねない問題であり、企業の一過性な環境変化に対しても抑制できる効果がある重層的な取り組みが必要不可欠である。とりわけ「総実労働時間」のベースとなる「所定労働時間の短縮」については2008年9月より「時短2000ゼロ」として取り組んだ新3ヶ年計画の最終交渉機会であることから、具体的な取り組みの強化をはかる。
また、時間外労働の抑止力効果がある「割増率の引き上げ」に取り組むとともに、「労働時間規制の取り組み（三六協定の点検、適正化、インターバル規制、不払い残業の撲滅など）」を進める。
さらにはワーク・ライフ・バランス実現に向けて、「年次有給休暇取得率向上の取り組み」や「両立支援（育児・介護休業法、次世代育成支援対策法）の促進」を行う。
④非正規労働者の総合労働条件改善
フード連合加盟組合でともに働く非正規労働者等は8万人以上おり、その多くは賃金を除いた総合的な労働条件面においても正規労働者の格差などについて大きな不満があることは容易に推測される。同じ職場で働くなかまである非正規労働者の総合労働条件改善に取り組むことは労働組合の果たす社会的責任でもあり、ひいては食品関連産業全体の健全な発展につながるものであることから、非正規労働者において雇用安定に関する項目や均等・均衡処遇に関する項目について取り組む。
具体的な重点取り組み等については、連合の非正規共闘会議での検討経過を踏まえて検討し示していく。 
４．ワークルールの取り組み

     ワークルールは働く者が活き活きと、そして安心して働ける基盤である。また、働く人々の最前線である職場レベルにてルールを遵守するという個別労使のコミュニケーションが不可欠であるとの立場を基本とし、労働者派遣法や労働契約法、高年齢者雇用安定法やパートタイム労働法等の労働関係法令遵守の徹底をはかる。
５．職場における労働安全衛生の取り組み

     ワークルール同様、労働安全衛生の取り組みも働く者が安心して働ける最低限の権利であり、それらの活動は各職場に根付いたものでなくてはならず、職場を支える労働組合の意義は非常に大きい。
そのような観点から2015春季生活闘争および年間を通して職場の安全衛生活動やメンタルヘルス対策の充実･強化を行う。とりわけ今春に成立した改正労働安全衛生法に関連したストレスチェック等の取り組み充実をはかる。

６．職場における男女平等の取り組み
     男女平等社会の実現に向け、2015春季生活闘争においても処遇格差の是正やポジティブアクションの取り組み推進など、女性が働き続けられる環境整備をはかる。社会環境の動向に注視しながら、とりわけ改正男女雇用機会均等法の定着･点検においてマタニティハラスメントやセクシュアルハラスメントの防止措置を講ずるなど、取り組みを行う。
７．春季生活闘争を通じた組織拡大の取り組み
     未組織労働者の処遇改善につながる運動を展開し、労働運動の社会化の推進をはかることは労働組合の使命である。そして産業および労使の健全な発展のために集団的労使関係を構築する必要性があることを訴えることは、とりわけ食の安全・安心の関心が高まっている昨今において非常に重要な取り組みである。これらの観点から組織化および組織化に向けた取り組みを推進する。とりわけ非正規労働者については、同じ職場で働くなかまという観点から重点課題として、「継続雇用者（再雇用者）」も含めた取り組みを行う。
８．労働協約改定共通課題の取り組み
春闘期間中の交渉が、年間の中心的な労使交渉の場となっている中小組合等は、2014年度労働協約改定共通課題で提起した次の課題（共通要求課題との重複を除く）について春闘期間に集中して取り組む。
	＜2014年度労働協約改定共通課題（共通要求課題との重複を除く）＞
1 ６５歳までの雇用確保（定年延長含む）
2 退職金の安定と増額

3 労・通災特別保障の充実


Ⅲ．闘いの進め方
１．闘争機関の設置と闘争体制
(1)連合は、「共闘連絡会議」について、各共闘連絡会議は相互に連携し、集中回答指定日における回答引き出し組合数を一段と増やす努力を行うとしている。

また、相場形成と波及力強化をはかるべく、個別賃金水準の維持・向上をはかるため、運動指標として代表・中堅銘柄（現在78銘柄）の拡充と開示を行うとともに、中核組合（現在400組合）の「賃金水準」「賃金カーブ維持分」の開示を行い、賃金水準の相場形成を重視した情報開示を進めていくとしている。
(2)フード連合は、連合の闘争体制を踏まえ、すべての大手・主要組合を連合の「化学・食品・製造等共闘会議」に中核組合として登録する。また、フード連合は、連合の「非正規共闘会議」、「中小共闘会議」に積極的に参画する。さらには2015春季生活闘争に引き続き「中小労組春闘支援対策会議」を設置し、春闘における交渉支援、交渉力強化に重点を置き、中小労組の支援に取り組むとともに、フード連合全体での情報発信・情報共有と共闘体制の意識醸成に努める。
(3)フード連合の主体性の発揮と相乗効果をより高めていくために、中央闘争委員会（中央執行委員会構成委員）を設置する。
２．要求の検討・前段交渉から決着に向けた取り組み
(1)要求の検討・決定に当たっては、労働政策委員会や業種別部会、地区協、単組での十分な討議を行い、さらに春闘討論集会（11月26～27日）、中央執行委員会を経て、第13回中央委員会で闘争方針を決定していく。

(2)フード連合は要求段階から情報の共有化や調整機能を高め、各業種別部会・単組の連携強化に努める。また、ヤマ場に向けて、相場形成確立と波及効果の発揮、そして共闘体制強化のために「春闘共闘先行組合会議」を開催していく。

(3)賃金制度や定期昇給制度がない組合などは、賃金実態を把握（回帰分析）して賃金カーブ維持分を算出・検証して要求を組み立て、賃金の底上げ、格差是正をはかる。また、必ず賃金制度の確立を要求し、労使協議の俎上にのせて協議を行う。「中小労組春闘支援対策会議」は「春闘ハンドブック」や「中小労組・春闘支援ニュース」等のツールを活用し、中小組合に対する総合的な指導強化をはかる。
(4)共闘効果をより集中させるために、統一回答指定日に加えて、統一要求提出時期を設定し、共闘体制強化を図る。
(5)統一回答指定日等の設定については、連合が示す回答引出しゾーンと「化学・食品・製造共闘連絡会議」の動向を踏まえ、ヤマ場に主要組合・中小組合の決着がはかられるよう体制を構築する。そして、最大のヤマ場に回答を引き出す「第1先行組合」とその翌週に決着をめざす「第2先行組合」の連合への登録については、昨年の実績を踏まえて大手・主要組合を基本に登録する。

(6)連合が設定する代表銘柄の定昇・相当分、銘柄の絶対水準等の開示・報告については、すべての大手・主要組合の開示を基本に、連合に報告する。
	具体的な要求目標と闘争日程等については闘争方針（案）で示していく。


[連　合］
10月
 30～31日
　2015春闘討論集会   ｢闘争方針素案｣の協議
11月 21日
　　　中央執行委員会　   ｢闘争方針案｣の確認
12月  2日
　    中央委員会　　　   ｢闘争方針｣の決定
［フード連合］

11月  6日　　 中央執行委員会　   「基本構想」の決定
11月 14日　　 労働政策委員会　    ｢春闘方針（素案）｣の検討
11月 26～27日 春闘討論集会　　    ｢春闘方針（素案）｣の討議

12月  5日　
   拡大労働政策委員会 「春闘方針（案）」最終検討
12月 11日
     中央執行委員会      ｢春闘方針（案）｣の検討、決定
1月 26日     中央委員会          ｢春闘方針｣の審議、決定
以　上
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